
土地区画整理事業及び市街地再開発事業におい
ては、地権者自らが組織する土地区画整理組合及
び市街地再開発組合（以下「組合」という。）が
施行者となって事業を行う組合施行事業が大きな
割合を占めているが、保留地又は保留床の処分金
を主な財源とするこれらの組合は、近年の経済状
況や地価の下落等により事業収支に大きな影響を
受けており、一部の組合にあっては事業運営上大
変厳しい状況となっているところもみられ、組合
経営の健全化が課題となっている。
組合経営の健全化を図るためには、組合自らの

自助努力により、各種方策を機動的に導入するこ
とが必須である。しかし、事業の進捗状況により、
取り得る方策は異なり、特に事業が進捗するほど
その方策は限定されることから、現在及び将来の
経営状況を的確に把握し、できるだけ早期に対応
を図る必要がある。さらに、組合のみならず認可
権者である地方公共団体を含めた関係者の取組も
大変重要となってくる。
このため、国土交通省においては、組合経営が

困難になることを未然に防止するとともに、組合
経営が困難な状況に陥った場合において、その健
全化のための効果的な方策を明らかにするため、
実務者による研究会を開催してきたところであ
り、その検討を踏まえ、別添のとおり、実際の取
組事例を基にした具体的方策を示すとともに、そ
の運用に当たり留意すべき事項を整理したので、
貴団体において今後の業務の参考として頂くとと
もに、組合その他の関係者に広く周知して頂きた
い。

記

組合施行による土地区画整理事業の経営健全化に
向けた対応方策について　　　別添１
組合施行による市街地再開発事業の経営健全化に
向けた対応方策について　　　別添２

以　上

「別添１」
（略）

「別添２」

組合施行による市街地再開発事業の

経営健全化に向けた対応方策について

Ⅰ 経営再建の基本的な考え方

既に着手している市街地再開発事業が経営困難
な状況に陥った場合にあっては、市街地再開発事
業は極めて公共性の高いものであり、また施行地
区内の地権者の権利関係を不安定にすることは避
けなければならないため、市街地再開発事業を中
途で頓挫させるわけにはいかず、できる限りの手
段を講じ、事業の完遂を図るべきである。その際
には、以下の点に留意して取組むことが必要であ
る。

Lア 経営再建のためには、収入増及び支出減を
図り、事業の収支構造を改善する必要がある
が、事業の収支構造の改善等に当たっては、
まず組合自身における収入増及び支出減のた
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めの自助努力を最大限に行うことが必要であ
ること。

Lイ 権利変換期日以降における事業の見直しは
困難であるから、的確な経営状況の把握によ
る達成可能な権利変換計画を定めること。

Lウ 組合の経営状況について、常に組合員及び
関係者と共通認識を図っておくこと。

Lエ 従来の事業計画に縛られることなく、組合
施行の事業として成立し得るよう極力柔軟か
つ機動的に計画内容の変更等について検討を
行うべきこと。

Ⅱ 組合経営の現状把握

１．財務状況の精査
財務状況の精査に当たっては、事業環境の変

化を踏まえ、既存の事業計画における前提条件
（例えば保留床の処分予定価格）についての見
直しの必要性も含めた抜本的な検討を行うべき
である。
財務状況の精査に当たっては、以下の項目を

把握することが望ましい。
①　債務の状況の把握

Lア 債権者の把握
事業計画上の借入金として項目に上がって

いるもののみならず、工事事業者等への未払
い金や未払い補償金、未払い理事報酬等も含
めて、組合経営に係る債権者ごとに把握す
る。

Lイ 債務内容の把握
債務の内容については、債務ごとに金額や

契約内容（金利・返済期間・担保措置）の確
認を行う。

②　残事業量の確認
Lア 未成工事の内容

現時点での工事の進捗状況と、今後予定さ
れている工事の内容を確認する。

Lイ 必要費用
今後の工事に必要な費用を確認する。

Lウ 工事時期・期間
今後の工事着工時期と必要な工事期間を確

認する。
③　保留床の状況の把握

Lア 施設建築物の状況
施設建築物の着工・未着工の状況を把握す

る。
急激な環境変化により現行計画の実現の目

処が立たない場合には、権利変換期日前であ
れば事業計画の見直しや事業中止を含めた再
検討も必要となる。

Lイ 保留床の評価
既存の事業計画の保留床処分価格にこだわ

らず、現在の社会経済状況及び近隣の床需要
を考慮して、保留床の処分価格の査定を行う。
なお、必要に応じ、不動産鑑定評価を依頼す
ることも考えられる。

④　将来収支計画の作成
組合事業では、基本的に企業会計の考え方を

取り入れた会計処理を従来から行ってきている
と考えられるが、今後も適切な会計処理を行う
中で、将来の収支計画を作成し、事業の見通し
を明確にしておくことが必要である。
２．情報の開示

組合員に対して、事業の進捗状況や組合の経
営状況にかかる情報を開示することは、組合の
健全な運営を進める上で必要であるばかりでな
く、組合の経営再建に当たっても、全ての組合
員が正確に現状を認識しつつ、再建方策につい
ての合意形成の醸成を図る上で不可欠なもので
ある。
また、組合再建に対して地方公共団体などの

関係者の理解と協力を得るためにも、正確な情
報開示が必要である。
なお、平成17年の都市再開発法の改正により、
組合の会計帳簿等の閲覧、謄写及び備付けに関
して定めるとともに、毎年、都道府県知事に事
業の状況を報告することとされたところであ
る。
３．組合員の状況把握

総じて組合経営は、組合員の総意に基づいて
行われるべきものであるが、仮に経営が困難に
なった場合には、組合員の意向を的確に把握し
た上で組合員間の意見の調整を図ることが、円
滑に経営再建策方策をとりまとめる上で必要不
可欠である。

Ⅲ 組合経営再建計画の作成

経営困難になった組合の対応については、早急
に現状を客観的に分析・判断した上で再建のため
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の方策を検討し、組合員、債権者等の関係者の調
整と共通認識の醸成を図る必要がある。
この場合、組合経営の再建計画を作成すること

は、客観的な現状把握、再建方策の検討と妥当性
の検証などを行う上で有益である。再建計画には、
今後必要となる組合員の負担、地方公共団体及び
債権者の支援の内容並びにそのタイムスケジュー
ルを客観的に明示することが必要である。
また、組合経営再建計画の策定後は、その計画

が予定どおり進んでいるかどうかを一定の期間ご
とに検証し、その結果によっては適宜計画の見直
しを行うことが必要である。

Ⅳ 支出の削減

市街地再開発事業では、権利変換計画認可後は
速やかに登記、工事実施等を行うため、基本的に
支出の削減については権利変換計画認可前に検討
することが望ましい。一般的には、以下に示すよ
うな工夫が考えられる。
なお、権利変換計画認可後においても、以下を

踏まえて、必要に応じて、支出の削減について検
証・検討していくことが必要である。
1 施行地区の見直し

経営困難の要因が事業規模に起因している場
合には、施行地区の見直し（分割・縮小を含む）
により、事業リスクの低減や段階的な事業化を
図ることが考えられる。

2 施設建築物の規模・用途の見直し
地域の床需要に見合わない規模の保留床を計

画している場合、施設建築物の規模及び用途等
の見直しを行うことで、事業リスクの低減を図
ることが考えられる。

3 施設建築物等の仕様・グレードの見直し
施設建築物の仕様・整備グレードを見直すこ

とにより、建築物工事費の削減効果が見込まれ
る。

4 その他の費用の抑制方策
工事に直接要する費用以外の抑制を図るた

め、次のような対応を図ることも考えられる。
Lア 有利子借入金の借り換え

借入金利子の削減を図るため、低金利の融
資への借り換えを行うこと。

Lイ 役員報酬等の適正化
事務費抑制のため、役員等の報酬金額の削

減や事務所職員等の人員配置を事業の段階に
応じて適正化すること。

Lウ 事業期間の圧縮等
明け渡しの効率化や工事行程の見直しによ

る事業期間の圧縮などにより金利負担を含め
た事業費全体を圧縮すること。

Lエ 縦覧型権利変換の採用
全員同意型権利変換を目指していた場合

は、一定割合の地権者の合意により事業を推
進できる縦覧型権利変換に変更することによ
り、事業期間の圧縮による事業費全体を圧縮
すること。

Ⅴ 収入の確保

１．保留床処分方策の見直し
組合の主要な収入源である保留床処分金は、

組合経営の根幹であり、経営困難な組合にとっ
ては、保留床の迅速、確実な処分が最大の課題
となっている。
この課題への対処方法としては、保留床の設

定方法、処分方法、工程等を工夫することが挙
げられるが、組合員全員が未処分保留床の処分
を最優先することについて共通認識を持つこと
が必要である。

1 保留床設定方法の工夫
保留床の販売を意識して、規模、位置、形状

等について、市場ニーズに適合した保留床とす
ることが望ましい。

2 保留床処分を優先させるための工夫
保留床の円滑な処分を優先し、権利床の売却

の抑制を図ることが考えられる。
なお、市街地再開発事業では、事業計画認可

後の一定の期間において、地権者の意向により、
地区外転出の申し出ができるため、基本的に権
利床を取得する権利者は事業完了後も所有を希
望しているものと考えられる。しかし、保留床
の処分先が未定の場合や、予定していた処分先
の事情変化が発生した場合などは、事業成立の
ために組合員の権利床処分よりも保留床処分を
優先させるために組合員の処分意向を把握して
おくことが望ましい。

3 保留床の販売方法の工夫
保留床取得予定者が撤退するなど、新たな保

留床取得者の選定が必要となった場合には、都
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市計画や事業計画との整合に留意しつつ、商業
施設に限らず、公益的施設等他用途としての処
分も検討する。

4 保留床の賃貸
保留床の処分が滞っている場合には、一時的

に賃貸し、地域の床需要の動向に応じて段階的
に処分していくことも考えられる。

5 不動産信託の活用
不動産信託の活用等により保留床処分の促進

を図る。
6 保留床管理法人の活用

保留床の処分が進まず、事業が長期化する場
合に、保留床管理法人を設立して保留床を取得
することで、組合の事業を完了させることが考
えられる。
ただし、保留床管理法人が保留床を取得する

場合にあっては、保留床管理法人は、上記で示
したような各種の工夫により保留床の処分促進
に努める必要がある。

２．その他の収入確保（賦課金）
保留床の処分以外で組合の収入を増やす工夫

としては、賦課金などの組合の自助努力による
ものと、地方公共団体等による支援によるもの
が考えられるが、第一義的には、事業に要する
費用は組合が負担するべきであり、まず組合に
よる自助努力を行うことが必要である。
都市再開発法の規定により、組合は組合員に

対して賦課金の徴収を行うことができるが、権
利が確定する権利変換後に権利者の同意を得る
ことは非常に困難であると考えられる。このよ
うな場合は、「１．保留床処分方策の見直し」
にもあるように、保留床の処分を中心とした方
策を検討することとなる。
なお、賦課金については、組合との関係では

その時点の権利者（組合員）がその支払義務を
負うことになるが、権利床の売買が行われる際
に、賦課金の最終的な負担者が明確になってい
ない場合には無用の混乱を招き、組合の円滑な
経営再建の実施に当たっても支障となるおそれ
がある。このため、組合は組合員に対して、事
業完了前の売買契約の際に賦課金が徴収される
こととなった場合の負担者を明確にするよう指
導するとともに、契約内容を把握することが望
ましい。

土地区画整理事業では、再減歩による保留地
の追加という収入確保策が考えられるが、市街
地再開発事業の場合に権利床について同様の手
法を用いることは困難であり、このことからも、
権利変換前の検討・見直しを行う必要がある。

Ⅵ 関係機関との協議・支援に係る方策

組合の経営再建のためには、組合による自助努
力が基本であるが、組合の経営状況によっては、
組合の自助努力のみによる再建が困難な場合もあ
る。
このような場合には、関係機関（地方公共団体、

債権者等）への支援を要請することとなるが、こ
れらの支援の内容に応じた協議が必要であり、支
援については当該関係機関の理解が得られるもの
でなければならないことに留意する必要がある。
１．地方公共団体による支援
1 都道府県等による監督

Lア 関係機関等による支援・協議に当たって
は、まず、都道府県等の認可・監督権者が組
合の経営状態を十分に把握することが必要で
ある。

Lイ 「Ⅱ　組合経営の現状把握」で示す項目を
中心に、都道府県等が組合の状況を把握し、
その結果に基づき、組合への指導、助言等を
併せて行うことが考えられる。

2 地方公共団体の助成による支援
Lア 組合に対する助成規定が定められていない
市町村においては、事業の公益性、市町村財
政への貢献等の観点から、市町村に対し助成
規定を定めるよう要請することが考えられ
る。

Lイ 市町村が個別・具体の地区に対し特別の助
成を行おうとする場合は、前述の観点に加え
て、事業の経緯や自助努力の程度等の観点に
基づいて検討することが望ましい。

3 地方公共団体による保留床処分の支援
組合事業に対する地方公共団体の支援とし

て、助成によるほか、組合の重要な収入源であ
る保留床の処分を次のような方法で支援するこ
とも考えられる。
Lア 保留床処分の斡旋
Lイ 保留床を公益施設として直接買い取り
Lウ 保留床管理法人への出資
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Lエ 保留床に対する税制優遇（固定資産税等の
減免）

4 その他の技術的支援等
組合は地方公共団体に対し、技術的支援を要

請することができるとされているため、経営が
困難な組合においては、次のような技術的支援
を要請することを検討することが考えられる。
Lア 経営再建計画作成の支援
Lイ 関係機関との調整
Lウ 補助金、無利子貸付金等の導入活用に関す
る支援

Lエ 債務保証等による信用付与
２．債権者による支援（債務処理方策）

経営困難に陥った法人等に対する債務処理方
策のうち、組合への適用が考えられる手法は、
私的整理、特定調停及び民事再生の３通りであ
り、これらを活用し、解決に至った例も出てき
ている。
私的整理の場合であっても法的整理の場合で

あっても、債務処理方策の活用に当たっては、
第一に、保留床処分の工夫など、組合自らの自
助努力を最大限行うことが前提であることに留
意する必要がある。
なお、組合の破産能力の有無（破産法の適用

の是非）については議論があるところであるが、
市街地再開発事業の性格に鑑み、事業の完遂を
図ることを基本とする必要がある。

1 私的整理による支援
Lア 裁判所外で、第三者の介在を前提とせず、
債権者・債務者間の任意の合意による整理を
私的整理と総称しており、定型的な手続はな
い。

Lイ 債務の猶予・減免を伴う債権者の支援措置
には各種の方策が考えられるが、私的整理は
法的整理に比べ、簡易・迅速性等の面でメリ
ットがあり、原則として、私的整理による債
務処理を第一に検討することが望ましい。

Lウ 私的整理にあっては、債権者としての考え
方に十分配慮した上で、債権者の理解が得ら
れるように合理的な再建計画に基づき、協議
する必要がある。

Lエ 通常の企業における私的整理では「私的整
理に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」（平成１３年全国銀行
協会）に基づく再建計画は、合理的な再建計

画として債権放棄を行う場合の損金算入が認
められているため、これらに示される趣旨・
条件等を考慮の上、協議を進めることが必要
である。

2 特定調停による支援
Lア 特定調停とは民事調停の一形態で、「特定
債務等の調整の促進のための特定調停に関す
る法律」に基づいて、債務者の申し立てによ
り裁判所において調停を行うものであり、私
的整理等の任意の協議が滞る等、公正な第三
者の調停が必要な場合に活用が考えられる。

Lイ 関係者の合意を前提とする調停であるた
め、調停の内容や手続が柔軟であり、また、
法的債務処理と異なり「倒産」とは扱われな
いことから、社会的信用力を維持することが
可能である等の利点がある。

Lウ あくまで債権者、債務者双方の当事者全員
の合意に基づく再建であり、多数決原理等に
よる決定力、拘束力を持たないことに留意す
る必要がある。

3 民事再生による支援
Lア 「民事再生法」に基づく法的再建手法で、
債権者、債務者いずれかからの再生手続開始
の申し立てにより、裁判所が認定し、裁判所
の監督のもとで再生計画が実行される。

Lイ 裁判所が監督する法定手続であるため、透
明性、公平性が高い反面、手続の柔軟性や手
続に要する費用・時間等が課題となる。また、
再生計画は債権者数の過半数の同意かつ債権
額の過半数を有する者の同意により決議され
る。

Lウ 民事再生の申し立て又は決定が、組合に対
する信用、引いては保留床処分に与える影響
を考慮の上で適用を判断することが望まし
い。

Lエ 民事再生は再建のための最終的な手段であ
り、再生計画の実行が必須であるとの認識に
基づいて申し立てることが必要である。

Lオ 民事再生は、債権者が連帯保証人等に対し
て有する権利に影響を与えない制度であり、
連帯保証債務については、別途整理が必要と
なる。

３．事業代行制度
市街地再開発事業では、事業代行制度が設け
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られており、事業の継続が困難となった組合の
事業を都道府県知事又は市町村長が代行するこ
とができる。
事業代行制度は、土地区画整理事業における

事業の引継ぎと異なり、施行者の地位が承継さ
れるものではない。また、組合が有していた債
務は引き続き組合に存することから、債務処理
については別途整理される問題であることに留
意する必要がある。

Ⅶ 国等の支援措置の活用

国の組合に対する支援措置として、以下に示す
ような助成制度、無利子貸付金制度があるため、
経営困難な組合においても、これらの制度を積極
的に活用していくことが望ましい。
なお、これらの助成制度や無利子貸付金制度を

活用するためには、地方公共団体の負担も必要と
なるため、事前に組合と地方公共団体との間で十
分な協議・調整を図った上で、地方公共団体にお
いては、事業効果の早期発現、地権者の円滑な生
活再建を図る観点から、これらの制度の積極的な
活用を検討することが望ましい。
1 助成制度

助成制度としては、一般会計及び道路整備特
別会計による国庫補助がある。
Lア 一般会計による国庫補助

市街地再開発事業（施設整備）、都市再開
発支援事業（コーディネート）及びまちづく

り交付金制度（市街地再開発事業を基幹事業
とすることが可能。）等の活用が考えられる。

Lイ 道路整備特別会計による国庫補助
市街地再開発事業等管理者負担金補助があ

る。
2 無利子貸付金制度

都市開発資金による市街地再開発事業等資金
融資制度には、組合等資金貸付金及び保留床取
得資金貸付金があり、いずれも無利子である。
Lア 組合等資金貸付金として、組合の事業に要
する費用が貸付対象となる。

Lイ 保留床取得資金貸付金として、保留床管理
法人の保留床取得費用が貸付対象となる。組
合再建策として、保留床管理法人を立上げ、
組合から保留床を移管して組合の事業を終了
させる場合に、この制度を利用することが可
能である。

Lウ なお、無利子貸付金の貸付けは地方公共団
体を経由した間接融資であるため、地方公共
団体も組合の支援のために同様な貸付制度を
準備する必要がある。
このほか、住宅金融公庫や日本政策投資銀行等

による低利融資、民間再開発促進基金（（社）全
国市街地再開発協会に設置）による債務保証、街
なか居住再生ファンド（（社）全国市街地再開発
協会に設置）による出資といった支援制度が用意
されているため、これらの制度についても積極的
な活用を検討することが望ましい。
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